
○愛西市産業廃棄物処理施設の設置等に係る紛争の予防に関する条例 

平成２７年１２月２５日 

条例第３９号 

（目的） 

第１条 この条例は、産業廃棄物処理施設の設置等に係る計画の事前公開に

関し必要な事項を定めることにより、産業廃棄物処理施設の設置等に係る

紛争の予防を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

（１） 産業廃棄物 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法

律第１３７号）第２条第４項に規定する廃棄物をいう。 

（２） 産業廃棄物処理施設 次に掲げる施設をいう。 

ア 産業廃棄物の最終処分場（廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行

令（昭和４６年政令第３００号）第７条第１４号に規定する産業廃棄

物の埋立処分の用に供される施設をいう。） 

イ 産業廃棄物の中間処理施設 

ウ 産業廃棄物の積替え又は保管施設 

（３） 産業廃棄物処理施設の設置等 次に掲げる行為をいう。 

ア 産業廃棄物処理施設の設置 

イ 産業廃棄物処理施設の主要な設備又は処理能力の変更。ただし、廃

棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３

５号）第１２条の８で定める軽微な変更は除く。 

ウ 産業廃棄物処理施設で取扱う産業廃棄物の種類の追加 

エ 産業廃棄物処理施設の施設面積を２倍以上に広げる変更 

（４） 事業者 産業廃棄物処理施設の設置等を行おうとする者 



（５） 関係地域 産業廃棄物処理施設の設置等に伴い、環境の保全上の

支障が生ずるおそれがある地域として規則で定める地域をいう。 

（６） 関係住民 関係地域内に居住する者、関係地域内で事業活動を行

う者、関係地域内の利水を管理する者その他規則で定める利害関係を有

する者をいう。 

（７） 紛争 産業廃棄物処理施設の設置等に伴い生ずるおそれのある環

境の保全上の支障に関して、関係住民と事業者との間で生ずる争いをい

う。 

（市の責務） 

第３条 市は、紛争の予防に努めるとともに、紛争が生じたときは、迅速か

つ適正に調整を図るものとする。 

（事業者及び関係住民の責務） 

第４条 事業者は、産業廃棄物処理施設の設置等に当たっては、関係地域の

環境の保全に十分配慮するとともに、関係住民との良好な関係を保ち、紛

争を未然に防止するよう努めなければならない。 

２ 事業者及び関係住民は、相互の立場を尊重し、紛争が生じたときは自主

的に解決するよう努めるとともに、紛争の予防及び調整に関して市が行う

施策に協力するよう努めなければならない。 

（事前協議） 

第５条 事業者は、産業廃棄物処理施設の設置等に係る法令等の規定による

許可申請等を行う前に、規則で定めるところにより、産業廃棄物処理施設

の設置等に係る計画（以下「事業計画」という。）を記載した書類（以下

「事前協議書」という。）を市長に提出し、協議しなければならない。 

２ 市長は、前項の事前協議書を受理したときは、速やかに、事業者に通知

するものとする。 

（告示及び縦覧） 



第６条 市長は、前条第２項の規定による通知をしたときは、速やかに、事

前協議書の提出があった旨、関係地域、縦覧場所その他規則で定める事項

を告示し、事前協議書の写しを当該告示の日から起算して３０日間、規則

で定める場所において関係住民の縦覧に供しなければならない。 

（周知計画書の提出） 

第７条 事業者は、第５条第２項の規定による通知を受けたときは、速やか

に、事業計画についての説明会（以下「説明会」という。）の開催に関す

る事項その他規則で定める事項を定めた周知計画を記載した書類（以下「周

知計画書」という。）を市長に提出しなければならない。 

（説明会の開催） 

第８条 事業者は、第６条に規定する縦覧期間内に、規則で定めるところに

より、関係地域内において、周知計画書に基づき説明会を開催しなければ

ならない。この場合において、関係地域内に説明会を開催する適当な場所

がないときは、関係地域以外の場所において開催することができる。 

２ 市長は、事業者が説明会を開催しないときは、当該事業者に対し、期限

を付して、説明会を開催するよう求めるものとする。 

３ 事業者は、第１項の規定による説明会の開催のほか、関係住民に対し、

事業計画について、その概要を記載した書類の配布その他の方法により、

周知に努めなければならない。 

４ 事業者は、周知計画書に基づき関係住民に対し事業計画について周知を

図ったときは、規則で定めるところにより、その実施状況を記載した書類

（以下「実施結果報告書」という。）を市長に提出しなければならない。 

（追加説明会の開催） 

第９条 市長は、前条第４項の実施結果報告書が提出された場合において、

関係住民への周知が十分でないと判断したときは、当該事業者に対し、期

限を付して、関係地域内において説明会を再度開催するよう指示するもの



とする。 

２ 第７条並びに前条第１項後段、第３項及び第４項の規定は、前項の規定

により市長が開催するよう指示した説明会について準用する。ただし、第

７条中「第５条第２項の規定による通知」とあるのは、「第９条第１項の

規定による指示」とする。 

（意見書の提出） 

第１０条 事業計画について、環境の保全上の見地から意見を有する関係住

民は、第６条の規定による告示の日から、同条に規定する縦覧期間満了の

日から起算して２週間を経過する日（同条に規定する縦覧期間満了の日ま

でに第８条第１項の説明会又は第９条第１項の規定により市長が開催する

よう指示した説明会が終了しない場合にあっては、当該説明会が終了した

日から起算して２週間を経過する日）までに、規則で定めるところにより、

市長に意見書を提出することができる。 

２ 市長は、前項の規定による意見書の提出があったときは、速やかに、そ

の写し又は意見の要旨を記載した書類（以下「意見書等」という。）を事

業者に送付するとともに、当該意見書等を送付した日から起算して２週間、

規則で定める場所において関係住民の縦覧に供しなければならない。 

（見解書の提出） 

第１１条 事業者は、前条第２項の規定による意見書等の送付を受けたとき

は、当該意見書等の送付を受けた日から起算して３０日以内に、規則で定

めるところにより、意見書等に対する見解を記載した書類（以下「見解書」

という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による見解書の提出を行ったときは、速やかに、

規則で定めるところにより、関係住民に対し、見解書について周知をしな

ければならない。 

３ 事業者は、前項の規定により関係住民に対し見解書について周知を図っ



たときは、規則で定めるところにより、その状況について記載された書類

を市長に提出しなければならない。 

４ 市長は、第１項の見解書が提出されたときは、規則で定めるところによ

り、その写しを見解書が提出された日から起算して２週間関係住民の縦覧

に供しなければならない。 

（意見の調整） 

第１２条 市長は、第１０条第１項の意見書及び前条第１項の見解書に十分

配慮し、関係地域の環境の保全上の見地から必要があると認めるときは、

関係住民と事業者の意見の調整を行うことができる。 

（環境保全誓約書の提出） 

第１３条 事業者は、第１１条第１項の規定による見解書の提出を行った日

から起算して２週間を経過する日までに、当該事業計画の実施に係る環境

保全に関する誓約書（以下「環境保全誓約書」という。）を市長に提出す

るものとする。ただし、市長が前条の規定による意見の調整を行う場合は、

当該意見の調整が終了した日から起算して２週間を経過する日までに提出

するものとする。 

（事前協議書等の変更の届出等） 

第１４条 事業者は、事前協議書又は周知計画書の内容を変更しようとする

ときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出を行った場合は、第７条から前条まで

の規定の例により必要な手続を行うものとする。ただし、市長が軽微な変

更と認めるときは、この限りでない。 

（事業計画の廃止の届出等） 

第１５条 事前協議書を提出した事業者は、当該事業計画を廃止しようとす

るときは、規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出なければな



らない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出を行ったときは、速やかに、当該事業

計画を廃止した旨を関係住民に周知しなければならない。 

（勧告） 

第１６条 市長は、事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、

当該事業者に対し、必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

（１） 第５条第１項の規定による事前協議書の提出をせず、又は虚偽の

事前協議書の提出をしたとき。 

（２） 第８条第２項の規定により市長が開催するよう求めた説明会又は

第９条第１項の規定により市長が開催するよう指示した説明会を開催し

ないとき。 

（３） 第１１条第１項の規定による見解書の提出をしないとき。 

（改善命令及び公表） 

第１７条 市長は、前条の規定による勧告を受けた事業者が勧告に従わない

ときは、当該事業者に対し、改善命令をすることができる。 

２ 市長は、前項の規定による改善命令を受けた事業者が当該改善命令に従

わないときは、規則で定めるところにより、当該改善命令を受けた事業者

の氏名又は名称、当該改善命令の内容その他規則で定める事項を公表する

ことができる。 

３ 市長は、前項の規定による公表を行おうとするときは、当該事業者に対

し、弁明の機会を与えなければならない。 

（報告の徴収） 

第１８条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者に対し、

必要な事項の報告又は資料の提供を求めることができる。 

（適用除外） 

第１９条 国、地方公共団体その他これらに準ずる者が産業廃棄物処理施設



の設置等を行う場合については、この条例の規定は、適用しない。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項

は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。 

 


